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要 旨今日の世界は、グローパル化と呼ばれる不平等としての差異の増殖の発端をつくる契機が発

生しやすいような条件が地球規模で展開している状況下にある口また人々の生活空間と活動領域はより

広範囲なものとなり、それは他者との出会いを促進し、異質な他者との相互関係が格段に拡大している

状況がある。こうした現代社会における多様で複雑化した人間関係を把握するためには、従来の集団と

いう均質な統一体としての概念ではなく、そのような枠組を超えた個人を把握することを可能とするノf

ーソナル・ネットワークの分析が不可欠であると考える。そのうえで地域社会をみてみると、どの社会

においても近隣関係の衰退がいわれている。だがこれはコミュニテイ衰退論を支持するものではなく、

コミュニティがもはや近隣の範囲に限定することができなくなってきたことを意味している。本稿では

「ネットワークとしてのコミュニティJという視点から、シンガポールの住宅開発庁の多民族コミュニ
ティを、異質な個人を中心として展開されるパーソナル・コミュニテイ・ネットワークとして捉えるこ

とを提起し、社会的ネットワーク論が切り開く展望をその問題点とともに論じたい。

1 .はじめに

社会的ネットワークとは、ある個人が取り結

ぶ社会関係の総体であり、個人はそうした社会

関係を動員して、ソーシャル・サポートを獲得

しうるものである。このようなある個人がとり

結ぶ社会関係が、今日の大規模な社会の分業化

によって、どのように変容したかに関して、テ

ンニースからフイッシャーにいたるまで多くの

研究が蓄積されてきた。だが日本における研究

では、生産関係や生業活動に基づく人間関係を

重視し、消費生活や余暇活動に基づく人間関係

の側面が軽視されてきた。この結果、ボランタ

リ-.アソシエーションや消費生活を軽視する
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傾向を生み、必然的に友人関係に対する関心を

持たなかった。

今日の世界は、グローパル化と呼ばれる、不

平等としての差異の増殖の発端をつくる契機が

発生しやすいような条件が地球規模で展開して

いる状況下にある。また人々の生活空間と活動

領域は、より広範囲なものとなり、それは他者

との出会いを促進し、異質な他者との相互関係

が格段に拡大している状況がある。こうした現

代社会における多様で複雑化した人間関係を把

握するためには、従来の集団という「枠」を前

提とした概念ではなく、そのような枠を超えた

個人を把握することを可能とするパーソナル・

ネットワークの分析が不可欠であると考える。

さらに地域社会をみてみると、どの社会におい

ても近隣関係の衰退がいわれている。だが、こ

れはコミュニテイ衰退論を支持するものではな
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く、コミュニテイがもはや近隣の範囲に限定する

ことができなくなってきたことを意味している。

本稿では、「ネットワークとしてのコミュニテ

ィ」という視点、すなわちコミュニテイの本質

を、空間構造としてではなく、近隣や親族の連

帯を超えて広がる、緩やかに結ぼれた広範囲な

ネットワークに求める視点から、シンガポール

のHDB(公共住宅)のコミュニティを個人を中

心として展開されるパーソナル・コミュニテ

イ・ネットワークとして捉えることを提起する。

まず第一に、集団を媒介とした社会関係から個

人を中心としたネットワークを分析することの

重要性を指摘し、第二に、「コミュニティ問題」、

すなわちマクロレベルでの社会システムの変動

が、いかに組織や個人的紐帯に影響を及ぼして

いるかをコミュニテイ概念の変遷からみてみる。

第三に、シンガポールの社会的文脈においてマ

レーの後進性とコミュニティという不平等な社

会関係が生起する場を地域組織の概観から検討

する。最後に、ネットワークとしてのコミュニ

ティという視点が切り開く展望をその問題点と

ともに提示したい。

2.コミュニティ問題とネットワーク

( 1 )社会関係とコミュニティ

日本の都市社会学は、これまで近隣関係やコ

ミュニティの実証研究に焦点をあててきた。こ

れは日本における近隣関係の原型が伝統的な村

落共同体の中に典型的に見い出せるとして、強

く近隣の連帯性が強調されてきたことを背景と

している。

確かに個人の取り結ぶ多様な関係の一部分の

みを取りあげて、親戚関係は家族社会学、職場

関係は産業社会学、近隣関係は都市社会学から

の個別の考察があった。しかし、人間関係の分

析単位を個人ではなく集団に求める「社会関係」

として位置づけられ、親戚関係ではイエとイエ

の関係が、近隣関係では世帯と世帯の関係がと

いったように社会生活への偏重があった。

ここで社会関係に対する研究を振り返ってみ

ると、村落・家族社会学では、有賀喜左衛門に

見られるように伝統的家族・村落をイエの構造

原理から一元的に社会関係を分析しよう傾向が

強く、社会関係とは「個人と集団との直接なる

相互媒介でなければならない」として個人と家

連合の対立関係の中で社会関係を位置づけるも

のであった(有賀 1969:160回161)。その後の鈴木

栄太郎をはじめとする都市社会学者においても、

社会関係を個人の社会的結合と位置づけていた

が、一方で、都市における社会関係は、都市の

主要な社会集団、すなわち世帯、職域集団、学

校集団、地区集団、生活拡充集団のいずれかに

関係して生じるものであるとして、こうした社

会集団との関連で把握しようとする視点は同じ

であった(鈴木1969:234-235)。

これまでの日本の社会学研究において、個人

を中心とした人間関係を横断的・総合的に分析

する視点は見られず、集団を媒介とした社会関

係を分断的・個別的に捉える視点からのみ展開

されてきた(大谷1995:39)。

ではなぜ多くの人が町内会に参加し、それが

存続続けているのかという問題について、近江

哲夫や中村人郎は、その理由を「町内会の文化

型」論に求めた。近江 (1984[1958]:32)は町内会

は「わが国民のもつ基本的な集団の型の一つで

あり、人々が集団を結成し維持していく際の原

理をこの『原型』に求めるためである」とし、

中村 (1973:160四175)は社会変化のなかで町内会

が柔軟にその姿を変えていくプロセスを明らか

にし、町内会の可塑性について論じた。また、

鈴木広 (1986[1980J)は、「文化型」論は町内

会のみにとどまらず、日本の集団文化の全般に

当てはまると考え、「自動加入性の強い『任意』

諸国体が、日本の任意団体世界の基軸をなして

いることが日本的文化の顕著な特徴である」と

論じた。

1950年代の欧米都市における親戚関係の調査

研究に呼応して、日本の家族社会学において親

戚関係の研究が行われるよつになった。小山隆

は、 1956から58年にかけて東京都内および山梨

において、都市の家族においても親族集団が今
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でも重要な役割を持ちつづけていることを日本

において明らかにしようとした(小山1964:3四16)。

1965年の森岡清美らの東京近郊団地の社会参加

の研究(森岡 1968:213-214)、1971年の大橋薫ら

の都市の小学校区における親戚関係の研究(大

橋・清水 1972)など、都市の親戚関係に関する

研究がアメリカの先行研究に刺激されて展開さ

れた。個人的社会関係の研究としては、従来の

同族団研究とは異なる視点からのものであった

という点で大きな意義があった。しかし、基本

的に家族という枠内での親戚関係を対象とした

研究であり、個人を近隣、友人、職場関係を含

めて総合的に分析するといっ視点からは不十分

なものとなった。

こうした近隣社会の特徴が戦後の急速な都市

化の展開によって、戦後の都市社会学では、自

動的参加の町内会のような地域集団は消滅し、

代わって形成されたコミュニティという場にお

いて、自発的参加のボランタリー・アソシエー

ションに代替されていくという考えがあった。

実際1960年代の高度成長期において、地域社

会が、地域の過疎化、核家族化、混住化、都市

化、情報化の進展によって、伝統的な地域社会

の特性ともいえる地域内の人と人との共同性、

共同体的な連帯性が急速に弱化・解体し、地域

社会そのものの存在の意義や意味が希薄化して

いった。

日本において個人的社会関係をネットワーク

の概念から研究されるようになったのは、 1970

年代後半からであった。 1974年から野尻依子

は、家族危機時におけるリンケージの活用につ

いてネットワーク概念を導入している(野尻

1974:37-48)。野尻の初期の研究はネットワーク

の中心を個人ではなく家族に求めたものであっ

たが、これまでの家族研究に新たな展望を開く

ものであった。その後、 1980年代後半から現

在にかけて、特に家族社会学の領域において、

ソーシャル・サポートとの関連で個人的社会関

係の研究がネットワークの視点から行われるよ

うになった。だが問題点として、ほとんどの研

究が家族問題に限定したかたちで、育児援助、

および高齢者や社会的弱者への援助源を構造的

に把握するという関心から行われる点が指摘で

きる。

しかしながら従来の社会関係に対する研究は、

個人の人間関係を個人の集団参加の問題として

把握する傾向が強く、ネットワークとして位置

づけられることがなく、集団との関連で人間関

係が把握されてきた。しかし、実際の人間関係

は、集団参加というよりも、むしろ人と人との

つながりそのものであり、集団といった枠組を

前提とした概念で、は捉えきれない側面を持つ。

したがって集団参加という視点からでは、集団

が所与のものとされ、集団内の関係は把握でき

たとしても、集団の枠を超えて存在する人間関

係を把握することは不可能である。また、集団

参加という視点では、集団聞が個人のネットワ

ークによって結ぼれるといっネットワーキング

の実態や、個人のネットワークによって新しい

集団が形成されるという集団間の動態的側面を

把握することができない。現代社会における多

様で複雑な人間関係を対象とするための研究視

座は、したがって集団という「枠」を前提とし

た概念ではなく、そのような枠を超えた個人を

把握することを前提としたパーソナル・ネット

ワークという概念によってこそ把握することが

可能となると考える。

今日、コミュニティとは、「地域社会という場

において、市民としての自主性と主体性と責任

を自覚した住民によって、共通の地域への帰属

意識と、人間的共感と、共通利害をもって、具

体的な共通目標に向かつてそれぞれ役割を担い

ながら、共通の行動をとろうとする、その態度

のうちに見出されるものである」とされている

(松原 1978:59)。奥田道大 (1971:135)は、コミ

ュニテイは、特定の地理的範域とか生活環境施

設の体系というフィジカルな領域にとどまらず

地域住民の価値にふれあう意識や行動の体系を

意味するものであると述べ、コミュニティを住

民の意識や態度の側面から把握するという立場

を主張した。

近隣関係としての伝統型地域組織は、共住を
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契機とした特定地区の全世帯加入という特性を

持ち、地域への帰属が序回裁の第一要因となるも

のであったが、今日のコミュニテイの定義から

は地域社会としての一定のまとまりのある地理

的空間という意味合いは薄くなっているO

こうしたコミュニティの客観的定義から状況的

定義への変化の背景には、一定の地理的な範域

の上に生活上の社会的諸関係が集積している場

所、すなわち地域社会が、近隣の大都市や複数

の地域社会に対して広く聞かれ、多様な相互関

係がみられるようになったこと。ならびに近年

の交通体系の整備・発達と情報体系の高度化・

多様化によって、人々の生活空間と活動領域は、

より広範囲なものとなり、それは他者との出会

いを促進し、異質な他者との相互関係が格段に

拡大している状況がある。このような意味にお

いて、従来のような自己完結的で閉鎖的な近隣

としてのコミュニティはもはや存在しないとい

える。

( 2 )コミュニティ解放論とネットワーク

ウェルマンは、マクロレベルでの社会システ

ムの変動が、いかに組織や個人的紐帯に影響を

及ぼしているかを問うことの重要性を「コミュ

ニティ問題J(∞mmunity qu目白n) として提起し
た。 彼は、これまでのコミュニティに関する議

論を次の3つに整理した。①「コミュニティ崩

壊論J(∞mmunity lost ar伊ment)、②「コミュニテ
イ存続論J(community saved ar伊ment)、③「コミ
ュニティ解放論J(community liberated argument) 
である (Wellman1979:1201-1231)。

コミュニティ崩壊論は、テンニース、デユル

ケーム、ジンメル、ワースらの初期の社会学者

によって提唱された。これは伝統社会では第一

次社会関係(親族関係や近隣関係)が地域社会

において強固に取り結ぼれていた。だが産業

化・官僚制化・都市化にともない、特定の目的

を効率的に達成しうる第2次社会関係(官僚制

的機能集団)が徐々に発達し、優勢となる。そ

れに対して第 l次社会関係が衰退し、親交やソ

ーシャル・サポートにおける機能を弱化させた

ため、地域社会の結束が弱まった。そこで、

人々は単一のコミュニティに組み込まれている

のではなく、地理的に分散した様々な人々と社

会関係を取り結ぶよつになった。しかし、その

社会関係は親密なものではなく、非人格的、一

時的、部分的なものである、とする見解である。

次に、コミュニテイ存続論とは、コミュニテ

イ崩壊論への反証として進められた多くの実証

的研究から、都心部の下層のエスニック・コミ

ュニティと中産階層からなる郊外のコミュニテ

イの2つの場所において、親族や近隣者との強

固な紐帯が見い出されており、コミュニティは

存続していく、とする見解である。これは都市

住民の社会的ネットワークは、親族や近隣者と

の密度が高く、それが強く結ぼれた連帯があり、

社会関係は主に地域社会に累積しているという

ものであるO その結果、第2次社会関係の発達

にもかかわらず、第 l次社会関係が都市社会に

おいて存続することとなる。この併存について

は第2次社会関係は斉一的な課題を効率的に処

理できるのに対して、第 l次社会関係には課題

遂行において柔軟性があり、相互補完的である

ために第 l次社会関係が存続するという説明が

なされている。この説は、 1960年代よりのガン

ス、グリアー、ジ、エイコブスらの石汗究によって、

多数派の見解となっている (Gans1970 [1962J)。

これら 2つの見解に対して、 1970年代以降に

提唱されるようになったのがコミュニティ解放

論である。これは第 l次社会関係が都市社会に

おいて親交やソーシャル・サポートにおいて重

要ではあるが、コミュニティ存続論の主張する

ように社会的ネットワークは、親族や近隣者と

の高密度で組織化された連帯ではないというも

のである。むしろそれは、密度が低く、地理的

に分散し、枝のように広がった構造である、と

する見解である。ここでは親族関係や近隣関係

が一部残存しつつも衰退し、代わって友人関係

や職場仲間関係が優位になる D 社会関係は地域

社会を超えた様々な場所で組織され、全体社会

に広がっている。つまり、社会関係が、交通・

通信手段の発達に伴い、親族集団や地域社会に
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制約されなくなったという意味で、コミュニテ

イは解放されている、とする。

この立場を代表するウェルマンは、 1968年と

1978年に、コミュニティ崩壊論の検証という観

点から、トロントのイーストヨーク地区の18歳

以上の住民845名を対象としたサンプリングお

よび聴き取り調査を実施した。第一次調査では、

「あなたの家庭以外で、最も親しいと思う人を順

に6人挙げてください」という質問をし、その

人との関係、性別、地位、居住地、交際頻度に

ついて、親戚、職場仲間、近隣、友人の4つの

分類から詳細を問うものだった。第二次調査で

は、前回の被調査者より 33名に対して、最近接

触を持ったひとすべての交際関係の内容に関す

るインテンシブな聴き取り調査が行われた。前

者の結果は、 3，875人の不ツトワーク・メンバー

が抽出され、質的な構成が親族、友人、近隣、

職場と}II買でインテイメイト・ネットワークが明

らかにされた。また後者の結果からは、 403の紐

帯 (significantties)が抽出され、平均して 11の

紐帯を持ち、内訳は親密な紐帯、日常的な紐帯、

親密的かつ日常的な紐帯であることが示された。

またすべての紐帯のわずか22%のみが近隣の範

囲内で取り結ぼれているものであり、それ以外

はトロントの広域以上での紐帯であることが明

らかになった。

彼はこの実態を踏まえて、今日では、コミュ

ニティを近隣といった狭い範囲に限定して位置

づけることができないというコミュニティ解放

論を提起している。このコミュニテイ解放論に

おいては、崩壊論および存続論がどちらもコミ

ュニティを近隣として位置づけてきたのに対し

て、コミュニテイを社会的ネットワークとして

位置づけるところに大きな特徴がある。従来よ

り論じられてきた、地域的に限定された連帯を

念頭に置いた近隣としてのコミュニティという

概念は、今日ではもはや近隣範闘を超えたネッ

トワークとしてしか位置づけられなくなったこ

とを指摘し、「ネットワークとしてのコミュニテ

ィ」という視点、すなわちコミュニテイの本質

を、空間構造としてではなく、近隣や親族の連

帯を超えて広がる、緩やかに結ばれた広範囲な

ネットワークに求める視点を提起した (We血nan

1988:138-184)。
産業化・都市化・官僚制化・資本主義・科学

技術の発展の結果として、どの社会においても

近隣関係の衰退がいわれている。だが、これは

コミュニティ衰退論を支持するものではなく、

コミュニテイがもはや近隣の範囲に限定するこ

とができなくなってきたことを意味している。

この近隣からネットワークへの移行という事態

は、個人を中心としたパーソナル・コミュニテ

イ・ネットワークがいかに重要な研究対象とな

ってきているかを示すと同時に、コミュニテイ

を地域社会内に展開する諸集団の累積として捉

えていた日本の社会学者に衝撃を与えた。

3. シンガボールのHDBコミュニティ

( 1 )シンガポールの多民族コミュニティ

1990年のセンサスでは、シンガポール社会を

構成する iCMIOJ1)の4つの公式のエスニッ

ク・カテゴリーに分類する。華人 (αm回e)、マ

レー系 (Malays)2)、インド系 (Indians)、その

他 (Others)3)である。全人口270万人中、華人

は全体の77.7%、マレー系は14.1、インド系は

7.1 %、そのイ也は、1.1%となっている。 4)1959 

年の人民行動党 (PAP:PIωples' Action Party)の自

治権獲得以前は、各エスニック集団は文化的紐

帯を出身地との間で維持していた。しかし1965

年以降、人民行動党政府は ic阻 oJのカテゴリ
ーを構成する多様なエスニック集団の「伝統」

を資源として、多人種主義 (m叫曲恥ialism)モデ

ルによる国民形成のための政策を次々と打ち出

していった。それは、 (1)経済分野での能力主

義、効率主義であり、 (2)政治分野でのネオ・

コーポラテイズム的な地域組織であり、 (3)文

化分野の iCMIOJ多文化主義であった (Lai

1995:178)。
現在、シンガポールでは人口全体の87%が、

71万戸の公共住宅 (HBD，πc等)に居住してい
る。 1959年の自治権獲得後、人民行動党は、住
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宅問題を最優先の課題として、 1960年にHDB

(住宅開発庁、 Housingand Development Bo制)を

設置した05)その後の7回に及ぶ5カ年計画、

1968年のCPF(中央厚生年金、 CentralProvident 

Found) と持ち家制度のリンクにより、 1974年ま

でに人口の43%、1990年で87%を入居させ、 8

割近い持ち家率を達成した。

HDBは、 1970年代初めから公共住宅の開発に

合わせて「民族統合政策 (E伽首.cIll1低grationpoli.cy) J 

を推進してきた。これは二つのプログラムから

なるO まず第一は、「民族混合 (e伽首.cmix)Jプ

ログラムで、新規の入居者の抽選割り当ての時、

各ブロックおよびフラットは基本的に先着順に

入居希望者を割り当てるが、エステート全体と

してみた場合、エステート内の各エスニック集

団の配分は、センサスのCMIOの構成比に近づ

けるものだ、った。第二は、「転住 (resettlement)J 

プログラムである。 1970年代にニュータウンの

建設予定地となったカンプンやポンドッ夕、シ

ョッフ。ハウスの住民は、土地取得法によって強

制収用された一万ドルほどの補償金を受け取り

公共住宅の住民となった。これらのこつのプロ

グラムは、これまでのエスニック集団別のコミ

ュニティを解体し、公共住宅において混合する

ことで、多民族国家建設の鍵となった。

今日でもマレー系エスニック集団のエスニツ

ク・イメージの基調となっている社会的、経済

的な「後進性 (ba.ckwardness)Jのイメージは、

従来から繰り返された記述、すなわちマレー系

住民は伝統的な農業および漁業に従事するとい

う就業構造の記述、およびその移住パターンが

都市部にではなく郊外のマレー集落である「カ

ンプン (kampung)Jが彼らの定住地であったと

いう記述によって維持・強化されたものである。

これまでもマレーの政治的指導者は、エスニツ

ク・アイデンテイテイの目印を模索する過程で、

果樹に固まれたマレーの伝統的なスタイルの建

築からなるカンプンにエスニック・シンボルを

求めた (Roff1967:193)。シャロム、ウォン

(1971:3-4)によると 1959年の人民行動党の自治

権獲得後も、マレ一系コミュニティは、変わら

ないカンプンのイメージに重ねあわせられたと

いう。

後進性の理由として、ベッツ (1975: 19・37)

は、華人やインド系の人々がシンガポールの急

速な変貌に適応していったのに比べ、マレー系

の人々はカンプンでの生活様式に基礎を置いて

いたために社会の変化に適応できなかったとし

た。タム (1972)は、資本の蓄積や企業家精神

に欠けることがマレーの文化的価値の欠点であ

ると述べた。ベドリントン (1974: 514-551) も

同様に変わらないマレー社会を強調し、彼らは

カンプンに取り残されているとした。

コミュニテイ問題について、ハッサン

(1969 : 23幽26)およびタン (1972)の研究では、

政府により強力に推進された「転住プログラム

(resettlement program) Jによってマレ一系住民の

エスニックな紐帯は破壊されたとして、高密

度・高々度の公共住宅の否定的な側面を強調し

た。それに対して、チュー (1977)は、転住に

よる公共住宅においてもマレー系住民は同一エ

スニック集団内の親密な近隣関係を維持してい

るとした。同様に、ウォン、オイ、ポニア

(1985 : 455-495)は、各エスニック集団中でマ

レ一系住民がもっとも緊密な近隣関係を維持し

ているとし、その理由を宗教活動にもとめた。

タイ (1988)は、華人住民は、マレ一系および

インド系住民に比べ、近隣関係におけるエスニ

ック集団関の交流に熱心ではないとした。

さてHDB公共住宅のいわゆる多人種コミュニ

テイ (multira.cial.community) 6)において、次の4

種類の「草の根組織 (gr.剖sr，∞ぉorgan並ation)Jと

呼ばれる地域組織が存在する。第一の、 GLO

(政府連結組織、 Government-linkedOrganization) 

は、 PA(人民協会、ThePeople's Ass∞iation)に指
導された札織で、 PA専門家が常駐している。多

民族参加が原則で、組織の単位は選挙区である。

第二の、 N∞ (Non-govemment臼ganization) は、
社会法 (SocietiesA.ct)による、 MCD(コミュニ

テイ開発省、Minis町 ofCommunity Development) 

のNCSS(全国社会サービス協議会、 National

Coun.cil of Social Servi.ce)に登録された10人以上
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の団体である。 3550団体あり、特定の世代や民

族の参加となっている。第三の、インフォーマ

ルN∞は、未登録の任意団体で、単位は、田B

のブロックと近隣住区である。第四は、 MBO

(互恵組織、 MutualBenefitαganization)で、エス

ニック集団ごとの互恵法 (Mu加alBenefit Act)に

基づく自助札織である。

GLOは、 MCD (コミュニティ開発省)の監

督のもとにPA(人民協会)が運営する機構で、

近隣住区 (neighbo町h∞d) と呼ばれる団地の7か
ら8ブロック (block)の集合体を最小単位とし

ている。民衆の世論を与党のPAP(人民行動党)

に伝達する「国家の神経システム」ともいわれ

るものである。 7)これは4つの手掛裁から構成され

るO 8)第一は、 CCC (市民諮問委員会、 Citizens'

Cons叫削veComrni阪)で、 1965年に地域選出の

国会議員と地域の指導者との意志疎通の場とし

て設置された。委員は、国会議員の推薦による

総理府の任命で、多くを華人の団体の役員、実

業家が占めている。第二は、 CCMC(CC運営委

員会、 CommunityCentre/Club Management 

Comr世蜘)で、全国に108カ所あるCC(コミュ

ニテイ・センター、 Comm山首tyC即位e)の活動を

決定している。女性(青年、高齢者)執行委員

会 (Women's!Youth!senior 駄目utiveComr団住民) と

ともに地域の指導者を組織し、全国で5万人が

参加する少年クラブ (BC:Boys'Clubs)などのコ

ミュニテイの各種の文化・社会活動を指導して

いる。また委員は任命制のボランテイアだが、

人民行動党の人材発掘の場となっている。第三

は、 RC (住民委員会、 Residents'Comrnittee)で、

1978年にGLO末端として近隣住区の実際の運営

を行っている。図1のように、 CS(選挙区事務

局、 ConstituencySec陀阻riat)のシニア・マネージ

ャーの推薦による任命制である。委員は、 15か

ら25人で、議長、書記、会計と専門委員会から

なるO

第四は、タウン・カウンシル (TownCouncil) 

で、 1988年にそれまで第二の政府と呼ばれた

HDBの支所 (BranchOffil印)から業務を移管したo

h制 D(国家開発省)の所管で、業務は団地の施

図1 住民委員会の構図

HDB Branch Office 

Districl Director (4CS) 

.:，.' (5RC) 

設管理が中心である。国会議員が議長となり、

その下に6から30人の専門家からなる顧問を任

命する。

調査地のA団地において、マレー系の世帯間

での交流が盛んにみられた。多くの世帯は、

1970年代の転住プログラムによってA団地の近

隣や周辺のイカンポンから移り住んだ。今日で

も、マレー語、イスラム教という同じ文化的、

宗教的背景を持つ他のマレー系住民の世帯間で、

良好な近隣関係を築いている。まず目に付くの

は、ムスリム・ブロック委員会 (MBC:Muslims' 

Block Comrnittee)である。同じブロックの40か

ら60世帯が成員に加入し、 5から 10人の委員で

構成される任意団体を結成している。主な活動

内容は、成員の冠婚葬祭の相互扶助や宗教活動

で、祈とう (sembahyang)やコーランの勉強会

を各世帯持ち回りで行っているO 特に重要な機

能は、成員の死亡時に加入者世帯に通報して、

葬儀の寄付 (kabuankematian)を集めることであ

る。これは低所得世帯にとってはなくてはなら

ないものとなっている。それ以外にも団地の同

じブロック内での交流、共食儀礼のクンドゥリ

(kenduri)への相互の招待が盛んである。また留

守中の子守、鍵の預かり、そして誇いの仲裁と
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いった伝統的な近隣関係を残している。民族混

合プログラムにより、同じ階やブロックにかつ

ての隣人やマレ一系どっしが固まって住むこと

は希であるが、偶然に友人や隣人に出会うこと

をきっかけに、マレー系住民同士の近隣関係が

転住後も維持されているといえよう。

ではここでマレー系住民の地域組織への加入

状況をみてみると、全体の69%がなんらかの組

織に参加している。参加率の高いものの順に、

ムスリム・ブロック委員会 (MBC)、少年クラ

ブ (BC)9)、マレー文化班となっている。 こ

のうちのマレ一文化班および少年クラブ (BC)

は、人民協会 (PA)のコミュニテイ・センター

を活動拠点としている。全国に108あるコミュ

ニテイ・センターには、図書室、会議室、ホー

ル、幼稚園、運動施設を備えており、行政事務

の代行も行われている。マレー文化班では、 PA

から派遣されたリーダーの指導で民族舞踊、編

み物、ダイエット体操などの活動があり、少年

クラブではスポーツおよびアウトドア活動のプ

ログラムがある。どちらも多民族参加が原則で

文化、レクリエーション活動を通じてシンガポ

ーリアンとしてのアイデンテイティを育成する

ことに目標がある (Seah1973:108)。

宗教活動の中心であるモスクにおいては、日

常の礼拝以外に各種の地域活動が行われている。

それは宗教講座、巡礼の説明会、人生相談、補

習塾、コンピュータ教室などである。実際のと

ころ、「金曜日はモスク、日曜日はコミュニテ

イ・センター」といった印象であるが、ハリ・

ラヤ・プアサ (HariRaya Puasa)をはじめ、巡礼

者の壮行会などマレー系住民にとって重要な年

中行事がコミュニテイ・センターにおいて地区

選出の国会議員や地域の団体役員を集め盛大に

行われているようすを見るかぎり、マレーの伝

統的な社会組織にも大きな変化があったことが

うかがえる。これは前述のh在BC以外は、多民族

参加を原則とする GLOによって組織された団体

であり、島侶Cがムスリム世帯にとっては半自動

的な加入を原則としていることを考えると、都

市近隣社会の「疑似一時的関係」に過ぎないも

のと考えられ、コミュニティ崩壊論、存続論と

も支持するものではない。むしろマレー系住民

の地域社会活動においてもマレー・カテゴリー

を集団参加の要件としない多民族参加の団体・

組織が、今日では公共団地において大きな比重

を占めており、コミュニテイがもはや近隣の範

囲に限定することができなくなっていること、

さらにマクロなGLOとの連接が近隣としてのマ

レー・コミュニティを変貌させていることがわ

かる。

( 2 )欠陥理論と MBO連帯

同化や融合が遅々として進まないエスニック

集団に対して、欠陥理論(deficiency血叩巧r)がエ

スニシティによる不平等を正当化してきた。こ

れは不平等をつくりだした責任は、マジョリテ

イではなくマイノリテイ側にあり、その集団の

欠陥を指摘したものであり、この自覚は、社会

構造的欠陥や文化的欠陥としてマイノリティの

成員にも内面化されているとされる。「マレーの

後進性Jの問題は、これまでマレ一文化の固有
性をめぐって議論されてきた。他のエスニック

集団が社会的上昇を遂げたのに、なぜマレー人

は停滞しているのか、という問題に対して、多

くの議論では集団内過程の問題である固有な文

化を主たる説明要因としてきた。

ところが1980年代になると、マレー/ムスリ

ムとしてマレー・コミュニティの経済的・文化

的資源を結集しようとする動きがでてくる。

1982年設立のムスリム児童教育評議会

(Mendaki: Majlis Pendidikan Anak-anak Islam 

Singapura)の指導者のザイナル・アピデイン

(z如mlAbidin)は、シンガポール国立大学のセ
ミナーで、初等学校修了試験の不合格者の児童

の家庭の80%が低所得層の世帯であると述べ、

いわゆるマレー問題 (Malayproblem)は教育問

題であり、伝統の「繭」から抜けだしてマレ

ー・ムスリムとして地位を向上すべきであると

指摘した (Zainul1991:1-4)。このMendakiは、

1989年に財団 (Yay出組)となり、 Men伽kill(マ

レー・ムスリム開発評議会、 M司lisPembangunan 
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Masy;制 katMelaytトIslamSingapura) と名称、を変更

して、教育支援だけでなく広くコミュニテイの

経済開発を行う MBO(互恵組織、 Mutual

Benefit Organization)の自助団体となった川O

Mendakiの経済的基盤は、マレー労働者の給与

から毎月一ドルがCPFを通じて寄付される基金

(Men由記Fund)によっている。同様の機構によ

ってイスラム法を執行する機関のMUIS (シン

ガポール・イスラーム評議会、 M可lisUgama 

Islam S均ap町a) も毎月一ドルをモスク建設基

金めている。 1990年には、急速に台頭しつつあ

る大卒の職業専門家集団としてAMP(ムスリ

ム専門職協会、Ass∞iationof Muslim Professionals) 
が結成された。 Mendaki、AMPとも、リーダー

は従来のマレ一社会組織の伝統的指導者層とは

異なり、英語教育を受けた高学歴の専門・技術

および管理・経営職の職業専門家層である。

さらに経済団体としては、 1985年結成の

KEMAS (シンガポール・マレー・ムスリムホ壬

済会議、 KongresEkonomi Masyarakat Melayu-Islam 

Singapura)があるが、 KEMASを中心にDANA困

問 S(ムスリム投資基金、 DanaM槌yarakatIslam 

S血gap町a)が設立され、 CPFの積立ての引き出

しなしにメッカ巡礼を可能にする基金となっ

た。 1988年には、マレー系団体と中華総商会の

共同出資で、中華マレー投資会社 (Sino-Malay

Inves町lentHoldings)を設立し、レストラン、旅

行、貿易の分野での中園、中東地域への海外投

資を共同で行うことになった。このような試み

は、華人とのビジネスによりマレーの苦手とし

てきた商業分野での経験を得ることが可能にな

り、各種基金の設立による資本の蓄積とともに、

マレーの後進性のイメージを変えていく要因と

なっていくものと思われる。

ところで国民形成の理念としての ICMIOJ

多文化主義は、四つの主要な集団関に平等

(equality) と調和 (h卸 nony)をもたらすものと

期待された。コミュニテイ・センターの活動や

近隣住区でのエスニック集団の相互作用により

醸成されたシンガポーリアンとしてのナショナ

ル・アイデンティテイの高さは、各エスニツ
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ク・カテゴリーを構成するエスニック集団聞に

おいて内部の緊張と矛盾をはらみながらマレー

の均質化が進行していることを示している。そ

の一方で多文化主義の国民形成はC阻 0間のエ

スニシティの差異を際立たせ、個人、エスニッ

ク集団内部、 Cl¥但Oカテゴリー間でエスニック

な表現の主張や競争を生じさせ、カテゴリー聞

の境界がかえって強化されている。たとえばイ

スラム正月 (HariRaya Idir Fitri) になると、

HDB団地においてモスク、マレー凧、正月飾

りのクトゥパッ (ketupat)、クリス、コーラン

の題字 (khat)、ヤシの飾り (bungam組gg紅)と

いった自分らの文化的固有性を表す識別標識が

盛大に誇示されることで、他のエスニック集団

との緊張を生じさせる。

コミュニテイの統合と分裂、すなわち社会の

垂直的分化と水平的分化の2つの側面は、階層

というマクロな事実と人々が体験する不平等と

いうミクロな事実のあいだの希離にある。自由

主義的経済体制の下にあるシンガポール社会に

おいて、エスニシティによる分化・対立が顕著

になるという一見矛盾する現象はこうしたミク

ロとマクロの関係という問題からも解かれてい

ないのである。

社会的な不平等とは、差別の行為(権利・資

源・機会・威信などの剥奪)である。これはゼ

ロ・サム的な状況定義の問題であり上位者が下

位者に向けておこなう。その根底には社会的リ

アリテイの切断、すなわち、集団の内部で自明

とされる関心-共感・想像力の世界からの排除

がある。したがって多くは人種・エスニシティ

のラインに沿って行われる差別的な態度は、理

念的なラインの境界と実際に差別される人々の

外延がしばしば一致しないことからも、上位者

が差別を正当化する理由も差別の原因とはなら

ない。また、差別の自己完結性のゆえに、差別

は差別をする側には意識されず、差別される側

では自分の素性を隠すという同化のメカニズ、ム

が見られる。

ゴードン (1975: 105-106)は、マクロな観

点から下位集団の結節と従属、集団関の移動の



度合いによって社会体制を次の4つに類型化し

た。①人種差別システム(人種や民族の線で諸

権利を不平等に分配し、かつ移動を阻む)、②同

化システム(人種や民族に基づく差異および差

異に基づく権利の主張を禁じる)、③自由主義的

多元主義システム(人種や民族に基づく差異を

奨励しないが、これと権利を分離し、個人の権

利のみを認める)、④コーポレイト多元主義シス

テム(人種や民族集団を権利の単位として認め、

クォータ制などによって対等な関係を保証す

る)。このようなマクロな枠組みこそが、人々の

エスニシティの具体的な様相を決定するという。

今日のシンガポール社会は、かつての少数者

の権利を抑圧する人種差別システムではなく、

人種・民族の権利を仕切るコーポレイト多元主

義の体制が、自由主義的多元主義とともに実効

的に併存し、それが今日の社会的な葛藤を生じ

させていると考えられる。 11)

下位者が文化的資源を動員して組織する仲間

集団は次のような特徴を持つ(山本 1994: 271-

272)。①互酬関係(仲間間の関係は、契約(交

換)的関係ではなく、贈与であり、報酬は集団

内の賞賛と地位となる)、②包括性(生活共同体

として集団の機能を特化することなく生活全般

に渡る)、③属性原理(車E織化において地縁や血

縁が結束の軸となり、縁によって互いを拘束し、

その集団への参加は義務となる)。エスニック戦

略としてのこの集団の存在理由は下位者の生活

機会の保障であり、外部に向けた行政への権利

主張、集会場などの公共財の生産、内部に向け

た対抗的なリアリティを生み出し、成員のパー

ソナリティを安定させる。こうして高度な産業

社会の内部においても疑似一次関係としての

「類似による連帯jを作り出す。

ここでいうエスニック戦略とは、人種・民族

のラインに沿って集団を切り取り、内部で結束

するかぎり、このラインでの社会的リアリテイ

の切断を伴う。具体的には、ウンマ(ムスリム

共同体)だけが仲間なのだということになる。

この切断は上位者へと向けられると同時に他の

集団も切断の対象となる。隣のコミュニティと

は理解しえない・されないという境界設定が生

じ易しE。

その一方で、、中流者には中流のエスニシティ

現象があり、中流者にとってのエスニシティは、

集団を形成する紐帯ではなく、個人のアイデン

ティティの対象にすぎない。よって中流のエス

ニシティの特徴はその社会関係からの独立性に

ある。中流のエスニシティにおいては、近隣と

してのコミュニテイの外延を超えて広がるライ

フスタイルを共有する普遍性への自負のなかに

あるO したがってMBOのような互助来且織を構成

する中流者は普遍のもとに下層とは異なる自己

定義をとることが考えられる。このような民族

的な儀礼からエスニック戦略までを含む多様な

現象をエスニシティとして一括して論じること

は意味がないと考える。凶

4.ネットワークとしてのコミュニティ
ーまとめにかえて

1990年代に入ると「社会的ネットワーク論」

が様々な研究領域の方法論を援用しながら一つ

の領域を形成するまでになった。だが、多様な

展開をみた社会的ネットワーク論には、現段階

において確定した方法論が存在するわけではな

く、実際のところは各研究者の問題意識に基づ

く各自の方法論によって研究が進められている

のが現状であるo13) 1991年に初めて社会学辞典

に独立した項目として記載されたマースデンの

整理によると、「社会学を社会関係の研究と考え

る研究者にとって社会的ネットワークは基本的

なものである。その目指すところは、社会現象

を行為者と接合する諸関係のパターン化された

配列として概念化することにある。これはミク

ロとマクロのレベルの分析の橋渡しに関心のあ

るものにとって魅力的なものとなっている」と

いう。また彼は、社会的ネットワークの視角は、

個人の行動は、社会的紳 (socialties)の中にう

め込まれており、それによって永続的に影響を

受けていると主張する。さらに個人とネットワ

ークの関係について次の2つの立場がある。第
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ーに、諸個人を、構造主義的観点の強調からネ

ットワークの受動的な受領者として扱う立場で

ある。これはネットワークを、選択や行動の自

由を制限する「制約」を構成するものと位置づ

ける。第二に、諸個人を制約されたボランタリ

ズムの文脈の中での利己主義的な行為者(エー

ジ、エント)とする立場である。これはネットワ

ークを「社会的資源」として位置づけるもので

ある (Marsden1991)。

前者の「制約としてのネットワーク」の立場

を代表するものにフイツシャーの「選択一制約

アプローチJ(choI'印剛cons仕組ltapproach)がある。
これはネットワークが社会的制約のなかでなさ

れる個人的選択の結果であることを強調する視

点である。つまり、人々は社会関係を選択した

り維持するに際して、コストよりも報酬を最大

化する選択を行っており、その時の相対的な価

値やコストは社会構造や社会環境によって制約

されているとする。

後者の「資源としてのネットワーク」の立場

からは、個人は社会的事業家として、問題を達

成し解決するためにネットワークを操作するも

のと位置づけられる。また、資源としてのネッ

トワークの機能は次の3点である。①情報の流

れを構造化する機能。②有力者へのアクセスを

提供する方法としての機能。③個人の交渉能力

の発達を促進する機能である。この立場を代表

するものにグラノヴェターの「弱い紐帯」仮説

がある。これはある状況下では、多くのあまり

親密ではない弱い紐帯を持つほうが、狭い範囲

の強い紐帯を持つ場合より強力な資源となると

いう視点である。この就職情報とネットワーク

の関連についての研究から得られた弱い紐帯の

仮説は、多くの反証が寄せられたがネットワー

クの質的内容への視点を導入した(渡辺:2-16)。

フィッシャーに代表される、制約としてのネ

ットワークでは、もしネットワークに制約がな

い場合は、人々は同質結合するということを前

提としている。人口規模の増大は、臨界量とい

う過程で、制約を減少させるとともに、個人の

選択の範囲を広げ、同質結合を促進するという

のが彼のネットワーク論の骨格であった。これ

は同質結合傾向とされるが、このことが強調さ

れることによって、人聞が異質結合する場合や

その積極的な意味合いを議論から排除してしま

う結果となった。

都市化がネットワークの異質性を高めるとす

るワースやブラウにおいても、異質結合のマイ

ナス面が強調されていた。ワースは、都市化に

よって個人レベルでの異質結合が増大するとす

るが、それは社会解体やアノミーを導くという

文脈で論じられ、結果として個人の多様な相互

作用のマイナス面の強調となった。またブラウ

も、職業移動は、個人の社会的接触のチャンス

を増大させる一方で、人間関係の特殊なジレン

マを生み出すとする。また移動者は、新しい階

層ともとの階層のいずれにおいてもマージナル

マンであると述べ、異質結合のマイナス面を強

調した (Blau1965[1955]:180-190)。

それに対して、シカゴ学派の流れを形成した

ジンメルやパークにおいては、個人レベルの異

質結合の重要性が積極的に評価されてきたこと

は注目する必要がある。ジンメルの社会圏の交

差では、個人レベルの異質結合を積極的に位置

づけている。ジンメルは、社会的分化論の中で、

個人の属しているさまざまな圏の数は、文化の

程度をはかる尺度の一つであると述べ、社会圏

の拡大と文化の発展との問題を個人レベルから

考察している。すなわち、社会圏の拡大ととも

に、個人間の接触はますます緊密度を欠くよう

になり、個人は伝統的な鮮から解放されると同

時に、様々な結社を結びうるとする。また彼の

潜在的な放浪者としての余所者 (fremde)の概

念も、異質な文化的背景を持つ個人の客観性と

創造性に着目した概念であり、異質結合のプラ

ス面を制面したものといえる(秋元1989:86)。

都市化がネットワークの同質性を高めるのか、

それとも異質性を高めるのかという問題は、コ

ミュニティ問題とともにシンガポールという社

会的文脈においては未だに解決を見ない問題と

なっている。だが個から展望しつつ展開する異

質性を苧む近隣社会を超えた集団形成を明らか
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にするという点からは、コミュニティ崩壊論の

主張するネットワ}クとしてのコミュニティと

いう視点。ならびに異質な他者との相互関係を

織り込んだ資源としてのネットワークという視

点が重要であると考える。具体的には、パーソ

ナル・ネットワークの展開および自主的サーク

ル活動としてのボランタリー・アソシエーショ

ンの会員構成に着目した調査によって考察する

ことができると考える。それは、ボランタリ

ー・アソシエーションが、人々の友人関係を基

盤として自主的に活動が展開されている団体で

あり、人々のパーソナル・ネットワークの実態

を反映していると考えられるからである。趣味

やスポーツなどの自主的活動団体の実態は、

人々がどのようにネットワークを紡ぎ出してい

るかということを結果的に示すものであり、そ

うした社会の結節点としての諸国体の会員構成

は、ネットワークの質的傾向を象徴的に示すー

っの指標となる。また、それらの集団が自主的

に文化活動を展開し、国民文化の創造に大きな

影響力を持っているという点で、コミュニテイ

における下位文化の状況を典型的に示している

と捉えられる。

社会的ネットワーク調査は、全数調査が理

想ではあるが、技術的困難さからもサンプル

調査となる。したがってそこで得られたデー

タは、現実の全体的ネットワークとの相似と

なるとは限らず、不完全な部分的ネットワー

クの断片に過ぎないとの批判がある。しかし

ながら、このネットワークの密度の異なる各

クラスターの構成や、それらとのサンプルの

基本的属性・集団参加などとの関連を分析す

ることで、社会層の分化とそれに対応する集

団や機関の種類が浮かびあがってくる。次の

段階では、ここで得られた知見からの作業仮

説にもとづいて、個々のサンプルに対してイ

ンテンシイブな事例調査を試みる。ここで作

業仮説の具体化がはかられると同時に、具体

的な社会層の分化と集団形成のあり方が、ど

のようにシステムと連接しているかを、様々

な機関を対象にした調査によって明らかにす

ることができる。すなわち行政による公共政

策のあり方、企業による地域活動の展開、同

郷組織や政党、 MBO団体や共同組合などの

様々な地域組織による地域への働きかけが、

社会層の分化や集団形成のあり方とどう連接

しているかを、諸機関に対するインテンシィ

ブな調査から明らかにすることができる。こ

れは場合によっては特定の事件や出来事に関

するケース・スタデイーの方法と組み合わさ

れるであろう。

自主

1) 1970年のセンサス以降、主要な4つの iCl¥但oJカテ
ゴリーを枠組みすることが行政上の民族分類となって

いる。

2)単数形のマレー (Malay)は、歴史的民族的な必要に

応じてマレ一人とし、複数形のマレー (Malays)は、

彼らのシンガポーリアンとしての帰属意識を尊重して

マレー系とする。

3)その他 (0血ers)には、ユーラシアン、ヨーロッパ人、

アラブ人、そして市民権を持たない外国人労働者が含

まれる。

4) Dep訓 nentof S凶 stics1992. Singapore Census of PopuJation 

19卯1;Demographicα倒的ris伽¥Singapo肱 SNPPublishers， 
pp.XII，15. 

5) 1924年、スラム化したシティの再開発を目指してSIT

(シンガポール改善信託、 Singaporehnprovement Trust) 

が設立され、 1927年から 1959年までの聞に23C削戸の

公共住宅を建設した。しかし単なる住環境の改良に止

まった。

6)近隣住区 (n巴ighbourh∞d)と呼ばれる団地の 7から 8
ブロック (block)の集合体を最小単位とする公共住

宅のコミュニテイ。

7)人民行動党の支部の活動は、幼稚園の運営と選出議員

との市民相談 (m田:t-仕b戸oples回sion)に限られており

目立たない。

8)本調査は、 1994年3月より 1995年5月まで、筆者の東

南アジア研究所 (ISEAS)滞在中の期間に行われた。

おもな出典は本調査の参与観察による。

9)少年クラブ (BC)は1982年に12から 18才の少年非行

防止のため設立。野外活動、ボランティア、国家行事

への参加が活動内容である。マレー系の70%近くが

加入している。
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10) CDAC (華人開発援助評議会)、 S町DA(インド人開

発援助評議会)、 EA(ユーラシアン協会)も同様の

団体である。

11)もっともマレー系の高等教育での教育費の免除、

GRC選挙区制度といった一見クォータに近い制度が

あるが、これらを詳しく見ると限定した範囲での適

用であり個人間の競争を否定するものではない。

12)著者 (1997)は、 CMIO概念のイデオロギー性との関

連でマレー問題を論じた。

13)モデルの数理的精般化を志向するハーバード学派は、

国際ネットワーク学会 (INSNA:IntemationalNetworks 

for S∞ial Network Analysis)を組織するとともに、『コ

ネクションズj(Connections) と『ソーシャル・ネッ

トワークj(Social Networks)の2冊の学術誌を刊行

している。

参考文献

秋元律郎

1989 IR.E.パークにおける人種と文化Jr都市社
会学の源流ーシカゴ・ソシオロジーの復権』

有斐閣。

有賀喜左衛門

1969 「都市社会学の課題村落社会学と関連し

てJr有賀喜左衛門著作集vrrrJ未来社。
Bedlington， Stanley S. 

1974 Singapore MaJay Community: ThePolitilαof S，臼te

Integration， Ph.D. dissertation in PoIitical Science， 

CαnellU凶versity.

Bet包，Russell Henry 

1975 MultiracaJism， Meritocracy and 泊。Malaysof 

Singapore， Ph.D. dissertation in PoIitical Science， 

Massachuset俗Instituteof TI配加o1ogy.

B1au， Peter M. 

1955 "Socia1 Mobility and Interpersona1 Re1ations，" 

American SociologicaJ Review， 3 (21) .仲村祥

一訳「社会的移動と人間関係」鈴木広編

『都市化の社会学J誠信書房、 1965年。

ch∞，A.M. 

1977 E白血1tyand neigh加血(g，Dep紅白lentofS∞io1ogy，

University of Singapore. 

G但1S，He辻JertJ.

1962 The Urban Vil1ager: Group and Class加的eL長 of

I凶ian-Americans，New York: FJ即日開.奥田道大

他訳『現代都市の危機と創造』鹿島出版会、

1970年。

Gordon，~必Iωn

1975 "Tow紅da Genera1 Theoηof Racial and Ethnic 

Group Re1ations，" in G1但er，N.佃 dD. Moynih組

吋s.，E出町iσ':Theozy and Ex，戸:rience，H紅vard

U凶versityPress. 

Hassan，R. 

1969 "Some socio1ogical impIications ofpubIic housing in 

Singapore"， South悶stAsian JoumaJ of Sociology， 

vo1.2. 

糸林誉史

1997 IシンガポールのHDBエステートにおける

マレー・コミュニティと地域組織J r社
会科学討究j 126号。

小山隆

1964 I相続世帯と創設世帯における親族関係」

『人文学報J40号。

Lai，AhEng. 

1995 Meanings of Multie的nicity:A Case-study of 

E出前ityandB由万'cRelations in Singapore， Oxford 

University Press. 

M紅吋巴n，PeterV.

1991. "S∞ialNetwork百1閃lTy，"in Borgatta， E.F. and M.L. 

Borgatta eds. Encyc10pedia of Sociology， New 

York:M相nillan.

松原治郎

1978 rコミュニテイの社会学J東京大学出版会。
森岡清美・本間淳・山口田鶴子-高尾敦子

1968 I東京近郊団地家族の生活史と社会参加J
『干士会科学ジ、ャーナルj7号。

中村J¥郎

1973 r都市コミュニテイの社会学』有斐閣。
野尻依子

1974 I現代家族の社会的ネットワーク:ノTス解

析の応用Jr社会学評論』、 25巻2号。
奥田道大

1971 Iコミュニティ形成の論理と住民j磯村英

一他編『都市形成の論理と住民J

東京大学出版会。

近江哲夫

1984 (1958) I都市の地域集団」陪E市と地域社会』
早稲田大学出版部。

大谷信介

1955 r現代都市住民のパーソナル・ネットワーク』
ミネルヴ、ア書房。

Roff， William R. 

1967~ The Origins of MaJay NationaJism， New Haven: 

( 77 ) 



YaleU凶versityPress. 

S回h，αz田 Mωw
1973 Community Centres血Singapore:・TheirPolitic，丘l

Involvemen~ S加gaporeUJ凶ve路.ityPress.

SharomAhm制ldJamesWong (eds.) 

1971 Ma1ay Pm訂正:ipation白白eNationa1 Development of 

S血rgapore，S.ingapore: Eurasia Press. 

鈴木栄太郎

1969 I都市の社会関係Jr都市社会学原理』
未来社。

鈴木広

1986 (1980) I都市人の生活構造論序説」

『都市化の社会学J恒星杜厚生閣。

Tai， C.L. 

1988 Housing Policy and 品回-riseLiving， S.ingapore: 

。lopm四.
Tan，R.K.L. 

1972 The血rpactof relocation of HDB tenants同 acase 

sωdy of Bukitル1erahhousing estate， M.S∞.Sci. 

Thesis， Dep紅tmentof Sociology， University of 

S.ingapore. 

百四n，Seongαlee.

1972 Occupational Pattems in MaJay Society， Ph.D. 

仕lesis，University S白gapore.

渡辺深

1991 I転職一転職結果に及ぼすネットワークの

効果Jr社会学評論』、 42巻l号。

Wellman，B町/.

1979 官leCommunity Qu回tion:The In住nateNetworks 

ofEast Yorkers，" American Jomηa1 of Sociology， 84 

(5) . 

1988 "The Community Question Re-Evaluated，" in 

Michael Pe町 Srnithed.， Power， 白mmunityand 

the City: Comparative Urban and Community 

R四国"Ch，New Brunswick: Transaction B∞，ks. 

We血nan，Bar巧/and P.J. Car由19tonand Alan Hall. 

1988 "Networks as Personal Communities，" in 

Wellman，B and Berkowitz， S. D. eds. Social 

Structures:・ANetwork Approach， Cambridge: 

CambridgeU凶versity町田:s.

Wong， A.K.， Ooi， G.L.阻dPom首油，R.S.P.

1985 "Dimensions of HDB Commur並匂/，".in Wong， A.K. 

山本泰

and Yeh， S且K.吋s.，Housing a Nation: 25 YeaI宮of

Public Housing in Singapore， Singapore: Hous.ing 

組 dDevelopment Boar札

1994 Iマイノリテイと社会の再生産Jr社会学評
論.1 44巻3号。

zain叫，Abid.in Rash田d.

1991 MuisandMen由主j:Current and R蜘ぉαlallengc民
Dep紅tmentMalay Studies， National University of 

S.ingapore. 

( 78 ) 


	page-0065
	page-0066
	page-0067
	page-0068
	page-0069
	page-0070
	page-0071
	page-0072
	page-0073
	page-0074
	page-0075
	page-0076
	page-0077
	page-0078

